〔要　求〕
	８．現業職場の労働条件等
⑴　現在、直営で行っている現業職場については、引き続き直営で行うこと。

⑵　既に、委託されている職場については、自治体の行政責任としてしっかり管理すること。
①　委託契約における適正な賃金確保のための条例（公契約条例）を制定し、入札（総合評価方式・最低制限価格制度）・委託契約の条件に労働者への公正労働基準と生活賃金の確保を義務付けるなどの労働者保護対策を展開すること。

②　委託契約内容が法律に違反している場合や、受託企業が委託契約内容を守らない場合、すみやかに是正のための具体的措置をはかること（脱法行為の学校用務員のシルバー人材センターからの派遣、道路交通法違反の清掃パッカー車における作業員のステップ乗車等）。
⑶　すべての労働条件（民間委託を含む）については、事前協議（団体交渉）とし、労使双方の合意に基づく労働協約を締結すること。労使の合意に達しないものは、一方的に強行したり、議会提案をしないこと。


〔解　説〕
＜基本的な要求についての考え方＞
⑴　現業職場の直営堅持について
①　政府は2018年６月15日に「経済財政運営と改革の基本方針2018」（骨太方針）を閣議決定しました。財政健全化を2025年度に先送りし、幼児教育・保育・高等教育の無償化、人手不足対策のための外国人労働者受け入れ拡大・要件緩和などの実施を盛り込んでいます。さらに、地方交付税の配分が行革努力に応じた配分とすること（インセンティブ改革）や、トップランナー方式の検討などが引き続きあげられており、今後も地方財政圧縮の圧力がさらに強まる危険性があります。

　　また、学校給食、学校用務、清掃事業、道路維持などいわゆる現業職場に加え、窓口業務、文教施設、病院・診療所など公的施設について、基準財政需要額の算定基礎とする業務改革の内容として「独立行政法人化」、「民間委託」、「指定管理者制度導入」、「コンセッション方式の導入」など、現業・公企・公共交通職場のみならずあらゆる職種・職場の合理化提案が相次ぐことが危惧されます。

地方行財政改革全般について「地方行財政改革の推進にあたっては、地方自治体の意見を聞きながら丁寧に議論を進め、その内容について地方自治体の理解と納得を得ることが必要」としていること。また、2018年４月18日に自治労現業評議会と総務省が交渉を行った際には、総務省側は「地方公共団体における職員の採用については、地域の実情や行政需要の変化を踏まえ、各地方公共団体において判断されるものであり、引き続き、地方公共団体においては、効率的で質の高い行政を実現するために、適切な人事管理に取り組むことが重要と考えている」と回答し、さらに「採用方針やその理由について伺うことはあるが職員の削減を前提としたものではない。採用は地方公共団体が判断するものと考えている」との認識を引き出しています。

　　これまでの自治体の政策は、効率と競争最優先のあまり、官製ワーキングプアといわれる低賃金労働者の増加、退職不補充による正規職員の減少による地域情報の庁内共有不足、災害時の対応をはじめとする技術・経験の継承ができないなど、住民サービスの低下や地域公共サービスの崩壊につながり住民生活、地域社会、地域経済などに大きな影響を与えることが明らかとなっています。

　　職場に関わる制度政策要求をとおして、専門的な技術とさまざまな経験を蓄積してきた現場からの取り組みで、当局には地域にとって必要かつ重要な職場であることを再認識させ、必要な人員の確保に取り組まなければなりません。
	（※１）インセンティブ改革、トップランナー方式
　「先進的」な経費削減・歳出改革を進めた自治体をモデルとして交付税を算定する方式。

　歳出効率化に向けた取り組みで他団体のモデルになるようなものになり「先進的な」自治体が達成した経費水準の内容を、計画期間内に地方交付税の単位費用の積算に反映（＝トップランナー）し、自治体全体の取り組みを加速させるもの。


　
②　学校給食、学校用務、清掃事業、道路維持など現業職場は、自治体の行政サービスとして、住民生活に欠くことのできない共同生活手段であるため、行政責任として実施されているものです。したがって、そのサービス提供は自治体による責任、公正と安定したサービスの持続が確保されなければなりません。しかし、各自治体では公共サービスのあり方の検討もされないまま、「財政の悪化」や「総務省からの厳しい指導がある」ことを理由に学校給食、学校用務、清掃事業などいわゆる現業職場の民間委託を強行に進め、本来、もっとも大切にされなければならない質の高い公共サービス（住民が満足するサービス）の提供といった議論がまったく欠落している状況にあります。また、財政難が理由で十分な検討・検証がされずに「委託ありき」で進められた結果、委託費用が直営で行うより経費が掛かるといった状況も見受けられます。公共サービスの責任放棄ともとれる合理化攻撃により現業職場は急速に縮小され、結果として住民サービスの低下や培ってきた技術・経験の継承ができないなど多くの問題点が明らかになっています。

　　行き過ぎた人員削減・民間委託の結果、災害時の復旧業務・支援業務に支障が生じ、近隣自治体から災害ごみ収集の応援要請があっても自治体保有のパッカー車がなく、委託先業者との調整を必要とするなど自治体判断で迅速な対応ができない事例が報告されています。
③　このようなことから、民間委託提案に対しては当局の行政責任を徹底的に追及するとともに、地域住民に対しても地域運動の一環として、行政サービスが利潤の追求だけで行っていないことの理解を得る取り組み、現業職場の直営の必要性・重要性についてあらためて当局に認識させたうえで協約の締結を行います。
⑵　委託先の労働者の賃金・労働条件改善について
①　２－⑷委託先民間労働者等参照
②　多くの職場が民間委託となり、直営＝公共サービスから、直営＋公共民間＝公共サービスという枠組みに変わってきています。しかし、委託先労働者は、賃金・労働条件が低く抑えられた劣悪な労働条件で公共サービスを担っています。

清掃業務では、廃棄物処理法施行規則などを無視し、廃棄物処理者の資格要件を完備しない業者への委託や道路交通法違反となるパッカー車のステップ乗車。学校給食調理業務では慢性的な調理員の人出不足。学校用務では包括的業務の民間委託についても偽装請負が否定できず、職業安定法に違反の疑いがあります。自治体は法令遵守しなければならない立場であるにもかかわらず行政コストにのみ着目し、安易に民間委託を進めてきた結果として、法律や規則が守られていない実態が見受けられます。
	　2012年８月には奈良市において民間業者に業務委託している学校用務員39人について、本来、民間業者の指揮下で働く必要があるにもかかわらず、「校長や教職員が業務を直接指示していた疑いがある」と奈良労働局が違法な「偽装請負」にあたるとして市に是正指導を行っていたことが明らかになっています。道内の各自治体においても、学校長や教職員から直接指示を受け業務を行うことは多くの現場で行われている実態がありますが偽装請負の可能性があり法令違反の疑いがあることを当局に認識してもらう必要があります。


⑶　すべての労働条件についての事前協議制の確立
①　当局が合理化計画を固めてから交渉に臨むのではなく、事前に計画をチェックし、合理化を阻止していくためには、事前協議制の確立が大切です。また、労働条件の変更にかかわっては労働協約で事前協議を明記させ、事前協議制の確立をはかることが極めて重要です。
②　現業労働者には、公営企業労働者と同じように労働組合法上の団体交渉権、協約締結権が完全に保障されています。現業労働者は、この権利を全面的に活用し、賃金・労働条件など、ほとんどすべての事柄について、団体交渉を行い、その結果を協約締結することができます。しかし、残念ながら各単組の現業労働者はこの権利を十分に生かしきれていないのが現状です。このことが結果的に労働条件の改悪や民間委託をはじめとした合理化攻撃につながっているといわざるを得ません。
③　「協約なくして労働なし」という労働者としての基本的権利を十分に認識し、賃金、労働条件などすべての事項について、事前協議に基づき団体交渉を行い、協約締結を行い、文書確認をしていく必要があります。

　　また、事前協議制の確立にあたっては、ア）管理運営事項についても事前協議（団体交渉）の対象とする、イ）すべての事柄について労使双方の合意を前提に実施する。ことが重要であり、このことが守られない限り、一方的な使用者側の合理化提案を阻止することはできません。したがってこの点を盛り込んだ協約の締結が重要になります。

＊労働協約


　使用者が一方的に作成変更できる就業規則や使用者と個々の弱い立場の労働者が結ぶ労働契約よりも労働者の団体である労働組合が使用者と結んだ労働協約が優先される。労働協約と認められるためには「書面に記すこと」「締結当事者の署名または記名押印」が必要とされる。
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